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従来から母性クリニック、母親教室などの類似事業に取り組んでいたが、北広島団地の開発に伴い孤
立した育児が課題となった。そのため、友達作りを目的とした教室に転換し、名称をマタニティスクール
とした。先駆的取り組みで全国的に注目を浴びた。クラス会・両親コースも実施。

孤立した育児をなくし地域で仲間ができるよう、妊娠中からの友達づくりを図る。
母子関係の重要性を認識し、出産・育児の正しい知識を身につけ実行できるようにす
る。
協力し合って育児ができるよう、父親の役割を伝える。

①マタニティスクール ： 市内2会場で1コース4～5回、年4～5コース実施してきた。内容はレク
　　リェーション、衣類、呼吸法、先輩ママとの交流など。
②マタニティスクールクラス会 ： S54から事業開始。マタニティスクール終了後乳児期に1回
　　開催。内容は、手遊びと交流。
③両親コース ： 年2回実施。　内容は赤ちやんのお風呂実習・妊娠シュミレーター装着などいず
　 れも参加料無料。
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マタニティスクール事業

　事務事業開始年度

①合　計

②人　数（年間）

1,392

一般財源

２　実　施　（ドゥ）

国支出金

道支出金

（単位：千円）

１４年度（決算）

その他特財

効率指標

地方債

クラス会参加数(市主催分)

両親コース参加数

両親コース定員に対する受講率

(１回の定員２０組４０人２回計)

マタニティスクール参加実数

（主要活動単
位当たりコスト）

(総事業費／全事業参加実数(組)合計)

成果指標

クラス会出席率

（目的の達成
度を測るもの
さし）

マタニティスクール受講率(第１子)
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【事務事業を評価する指標（ものさし）】
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保健予防の推進施策



孤立した育児を予防するための早期
対策で適切。

■現状のまま継続する

行財政構造改革推
進本部の総合判定

３　評　価　（チェック）と改善（アクション）

□該当しない

判定の説明や課題

判定の説明や課題

今後の方向性等　判　　　　定

父親を含む親同士の交流を重視するなど、育児不安の解消や育児
の孤立化を防ぐための一助となるような内容となっており、有効な
事業であり現状のまま継続する。

□統合する(検討含む）

□縮小する(検討含む）

□終了

□廃止・休止する(検討含む）

□見直しの上で継続する

□拡大・重点化する
【２次評価】

事務事業担当部局
の総合判定

【上記３の評価と改
善を踏まえ、今後の
方向性についての総
合判定と改善方法等
を記入】

□拡大・重点化する

■現状のまま継続する

□縮小する(検討含む）

□廃止・休止する(検討含む）

□終了

□見直しの上で継続する

【有効性と効率性の評価と改善の方法】

　判　　　　定

□あまり成果が上がっていない

□成果が上がっていない

【事務事業担当部局内優先度】

必要な知識の習得や、友達づくりがで
きている。公共の貸館施設が(現在は
中央会館と大曲会館)会場なので、雰
囲気づくりが難しい。専用施設があれ
ばより効果があがる。

妊婦や赤ちゃんが和やかな雰囲気に
なれるよう、施設の改善が必要。(保
健センターなど)

一方的な講義ではなく、育児の先輩の
体験談や交流を取り入れるなど、市民
の力も借りて開催しており、効果的で
効率的な手法と考える。

■Ａ 　　　 □B    　　□C

□統合する(検討含む）

　体験談を取り入れるなど有効な手段を取り入れ、費用対効果の点
でも効率的に実施しており、このまま継続する。ただ施設面では、保
健事業を意図して作られた会場がないので、雰囲気づくりなど難し
い面がある。施設の改善(保健センターなど)を検討する。

※部局で所管するすべての事務事業の中で、この事務事業の位置づけはどの程度ですか

４　総合判定と今後の方向性

改善の方法

□かなり非効率

手段の妥当性

【１次評価】

市町村の実施責務の範囲での実施で
ある。民間医療機関も無料で行ってい
る。

今後の方向性や改善方法など

受益者負担の妥当性

□十分成果が上がっている

■概ね成果が上がっている

【手法は効率
的ですか。コ
スト節減の方
法はありませ
んか】

■適切

スクール→クラス会→自主的なクラス
会の開催と、事業に継続性発展性が
あり妥当。

□改善の余地
あり(⇒改善の
方法記入）

■適切

改善の方法

民間医療機関でも母親教室を開催し
ているが、地域での仲間づくりはでき
ない。行政の役割として適切。

【市が実施すべき事務事
業ですか。市民・企業等
での実施可能性はありま
せんか】

整理番号 20－33

項　　目 判　定
【妥当性の評価と改善の方法等】

行政関与の妥当性 ■適切

□やや非効率

【受益者負担の適正化の
余地はありませんか】

■適切

【社会経済情勢や市民
ニーズの変化などから、
設定した対象や意図は妥
当ですか】

□改善の余地
あり(⇒改善の
方法記入）

効率性の評価

■概ね効率的

有効性の評価

【意図した成
果は上がって
いますか】

□十分効率的

事務事業を取り巻く
社会環境の変化や
今後の予測・他市
町村の動向等

子ども虐待予防の視点からも、妊娠期からの支援の大事さが強調されてきている。
他市町村でもさまざまな方法で取り組まれている。

項　　目

目的の妥当性

□改善の余地
あり(⇒改善の
方法記入）

□改善の余地
あり(⇒改善の
方法記入）

【現在の手段は適切です
か。もっと効率的で有効
な手法はありませんか】

判　　定


